
事例３ 

 

愛知県における歯科衛生士への復職支援事業について 

 

○ 事業名、事業実施体制および情報提供協力者 

事業名：歯科衛生士就業実態調査報告書 

事業実施体制：愛知県・一般社団法人愛知県歯科医師会 

情報提供協力者：愛知県 

 

○ 事業内容等について 

▽調査対象について 

 歯科衛生士調査 歯科医師調査 

調査対象 愛知県下在住の歯科衛生士 愛知県下全域の歯科診療所開

設者 

調査対象人数 5,000名 3,727医療機関 

回答者数（回答率） 841名（16.8%） 1,565（42.0%） 

 

▽主な結果 

 【歯科衛生士調査】 

  ・回答者の 71%（587名）が歯科医院に勤務し、29%（244名）が勤務していなかった。 

   ・勤務していない 244名のうち、 

     -再就職希望者は約 8割（ぜひ再就職したい 16.8%、条件があえば再就職したい 63.9%） 

    -再就職時の障害（複数回答質問）として高率を示したのは、「勤務時間」（79.5%）と「ス

キルや知識等の不安」（64.8%）。 

     -再就職時の希望勤務形態として高率を示したのは「パート」（75.8%）。 

  ・勤務している 587名のうち、 

     -現在の勤務形態は「常勤」（45.6%）と「パート」（50.4%）がほぼ半々の割合。 

   -一日あたりの勤務時間の最頻値は「常勤」が「8時間」、「パート」が「4時間」。 

     -一週間あたりの勤務日数の最頻値は「常勤」が「5日」、「パート」が「4日」。 

  【歯科医師調査】 

   ・雇用歯科衛生士数は、0名が最多（25.8%）、次いで 1名（23.3%）と、雇用人数が多いほ

ど低率。 

   ・ブランクのある歯科衛生士の雇用経験「あり」は 53.8%。 

   ・歯科衛生士の不足人数（理想とする人数と現状人数との差）をみると、約 6割か不足（差

の値が 1以上）。→不足している延べ人数は 1,163名 → 県全体で 2,769 名（単純計算）。 
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